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建設機械業界でのOR
一一予測をめぐって一一一

松田

戦後の急速な日本経済の成長にともない日本の建設活

動も急速に進歩した.また，同時にすE行して昭和20年代

初頭から建設の機械化が徐々に進行し，施工法の変化を

繰り返しながら各種の建設機械が登場した.そして，こ

の各種の建設機械はそれぞれの製品のライフ・サイクノレ

を経過しつつ日本経済の景気循環の波を受け今日まで推

移してきた.

この建設機械の主力とも言える装ijijt式トラクタ(通常

フaルドーザまたはゲタモノとよばれている)は後述する

ようにライフ・サイクルの観点から眺めてみると国内で

はすでtこ変曲点を経過し成熟期に突入していると判断さ

れている.そして同時に，近年にいたって昭和48年末に

勃発したオイルショックを契機として発動された政府の

総需要抑制政策は建設機械需要に多大の影響を与えた.

装軌式トラクタの需要は昭和40年代初期にまで逆戻りし

その後遺症はなおも現在にまで尾を引きつつある.

このような厳しい状況下にある各建設機械メーカーに

とって ORはこの危機を采り越える l つの強力な手段を

与えてくれるものと思われる.本稿では筆者がし、ままで

表 1 日本の建設機械化の変遷

博

に建設機械業界の中で直面した問題についての事例をい

くつか紹介したいと思う.

1. 建設機械の歴史と変遷

建設の機械化は政府の経済政策，日本の建設活動の歴

史と干密接に関連しながら表!のような経緯を経てきた.

昭和20年代中頃から徐々に人力による建設工事から機械

施工へと転換しつつあった.そして昭和30年代初頭頃ま

で電源開発ダム工事を中心として機械化施工が導入され

普及していった.昭和40年代初期にいたるまで機械化施

工の傾向は急速に高まり道路工事を主工事としてほとん

どの工事が建設機械によって施工されるようになった.

現在にいたっては種々の施工法の改善を経験しながら最

適な建設機械の選択が行なわれるまでになり，建設活動

の機械化施工は本格的な定着期に入り今後ますます質的

I('J上をともなった凶工が展開されるものと思われる.

a方，工業用地造成，宅地造成を中心に行なわれた昭

和20 ， 30年代から昭和40年代後半にいたっては国民の生

活福祉，生活環境基盤の充実へと工事内容そのもののニ

ーズも変化してきた.それにともない建設

刷 機械需要を宅地造成を主用途とする装軌式

年
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年 トラクタから生活基盤関連工事(公園，上下

目白 日目 日百

35 40 45 
年年年

機械化施工の導入期 水道工事等)を主用途とする油}f式ショベ

建設の機械化

機械化施工の普及期 I ル系掘さく機へ移行してきた(凶 1 ). 

機械化施工の本格的| つぎに，建設機械の種類を大別してみる
定着と展開期

と表 2 のとおりとなろう. r刈 l に示された
人力施工力、勺機械施工 ! 工事の機械化施工 l施工法の改善を伴っ fこ

への転換力、進七 l の傾向が顕著となる !本格的な機械化が
ように装軌式トラクタ，ショベルトラック

(うち四輪駆動車)，ショベノレ系掘さく機

• (機械式および油圧式)，整地機械の 4 種類

|展開される

~í済自立 5 力年計画

新長期経済計画

国民所得倍増計画
中期経済計画

経済社会発展計画

新経済社会発展計画
経済社会

基本計画

政府の経済計画

の建設機械によってほぼ 8 割を占めている

のが現状と言えよう.

なお本稿て、は今後の分析において“建設

機械"とよぶときは装軌式トラクタ，ショ

ベルトラック(うち四輪駆動車)，油圧式シ
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土 (1) *印"本埼て板門ぬっ it誼喝械を r'

(.)分頒 11通産省生董動態統計調査介，;.二むとウ f

ョベノレ系掘さく機，教地機械(モータグレーダ，モータス

クレーパ)の総計を示すものとする.さて簡単ではあるが

以上で建設機械の概略・紹介をとどめ以下の節で建設機

械の需要に影響を与える各種の外生要同，および内生要

因，さらにその分析手法・問題点等をいくつかの具体例

をあげながら順を追って説明していきた

し、.

2. マクロ経済指標と建設機械需要

との関連

国民総支出

園内総固定
責本形成

一一」一一一一一」
100% 

20 r(兆円)

!日、

。昭和 40年度 45 

図 2 建設投資額の推移

一一一50 

it) 金績は昭和45年価格， r建設白書j

図 1 建設機械の生産金額推移

J主) r機械統計年報J による

途をたどってきた実質建設投資額(昭和45年度価格)はオ

イルショックの影響を直接に受け，戦後初めての減少を

示し，昨50年度においてもわずかな伸びを示したにすぎ

ないのが現状である.

一方，国民所得統計ベースによってこの建設投資額の

位置を眺めてみると閃 3 に示されるように総固定資本形

成(民間設備投資，民間住宅投資，政府固定資本の合計

額)のほぼ 6 割が建設活動関連に振り向けられているの

が理解されよう.したがって，建設機械需要に大きな影

響を与える建設投資額は総固定資本形成の推移とパラレ

ルに推移していることが|受]4 からも裏づけられよう.

さて， このような建設投資績の土削日とす位行して建設機

械需要も明和40年頃から急速に増加傾向を示し，昭和46

年の不況期を経験しながらも油圧式ショベノレ系掘さく機

の大幅な伸長を軸として昭和47年， 48年前半は日本列島

改造論による建設ブームの影響もあって建設機械需要は

大脳なt削日を示した.そして前述のとおり実質建設投資

額の減少によって袈づけられているように，昭和初年，

個人消費支出 でて士

て二 51 ， 3% 三:

さ"~x 

機械器具

r その地

(資本財日 11)

41 兆 7000憶円

図 3 圏内総固定資本形成の資本財別分類

115兆30叩博円

最初に建設機械の需要を決定すると思わ

れる外生変数について述べておきたい. 1 

節で述べたような日本の建設活動規模の推

移を建設投資額によって眺めてみると問 2

が得られる.昭有140年から着実に増加のー 注) (昭和48年度).経済企画げ国民所得部調べ，名目在自による
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総固定資本形成と建設投資額
ìl:) 両者ともに昭和初年価格による
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図 4

50'可'ìこいたって総需要抑制!政策の影響を受け建設機械需

要は装軌式トラクタを中心にして大幅な減少を示L， 7 

ないし 8 年前の水準にまで落ち込んだ(限15 ). 

以上により，マクロ的観点から要約すれば以下のよう

な流れになるものと思われる.

なお，建設投資額と総閥定資本形成との相関式は下式

のように得られる.

(建設投資額)=687.3 

50 45 

1 で、前述したように機械化施工の導入期において中心的

な役割を果たしてきた.しかしながら，昭和40年代初期

における大幅な需要の増加は近年にいたって大量の在籍

(保有)台数を生み出し，さらに施工法の変化も手伝って

l勾 l で‘示されたように建設機械に占める位置は徐々に低

下しつつある.また，これらの装軌式トラクタをクラス

日Ijに分析してみると大型化・小型化の二極化傾向が顕著

であり両者にはさまれながら中型クラスを中心として変

r!九点を経過し成熟期に入っているものと判断される.

もっとも大型化傾向は近午ーの大幅な工事量減によって

さほど顕著とは百えなくなっている.さらに，ショベル

トラック(通常ホイールローダとよばれている車輪式積

込機)は昭和30年代中頃から姿をあらわしはじめ着実な

伸びを示し主用途である砂利砕石に大きな役割を演じて

きた.したがって，ショベルトラックにおいてもセメン

トの出荷量と相関を持ちがなら徐々に需要を増してきた

が，その在籍台数の推移も装軌式トラクタより数年遅れ

て成熟期に入りつつあるのが実情と言えそうである.

一方，これらの建設機械が成熟期にある反面において

ショベルトラックより数年遅れて姿をあらわした油圧式

ショベル系読11 さく機は近年にいたって急激な増加を示し

た.凶 1 で示されたように昭和40年から昭和45年の 5 年

間に油圧式ショベノレ系掘さく機の建設機械に占める地位

は約 2 倍強にまで増進した.この油圧式ショベル系掘さ

く機のめざましい伸長はその主用途である生活基機関連

工事の増加によって哀づけられよう(閃 7 ). 

|刈 7 に示されているように建設工事受注額(第 1次大手

43社分)に占める上下水道工事，配管配線工事等を中心に

財の需要推移図 B

-0.03(建設投資額) -1 

+0.6(総固定資本形成)

重相関係数 R=0.997 

標準誤差 S=472( 10億円)

ダ{ピンワトソン比[)= 1. 3 

ただし，回帰期間は昭和35年から49年までであり，各

変数の単位は昭和45年価格で 10億円である.また，変数

の右下の数字はラグ年数を示す.

)
 

-(
 

ライフ・サイク)("からみた各建設機械

製品のライフ・サイクルの観点から各建設機械を眺め

てみることにしよう.一般に，通常の財(製品)は次|却に

示されるような経過を経ながら需要が推移してい〈もの

と考えられている.

そこで，各建設機械についてこのライブ・サイクんと

の関連から需要の推移を吟味してみよう.装軌式トラク

タ(フソレドーザ，装軌式積込機)はもっとも歴史が古く表

3. 

579 

経済指標と建設機械需要
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ミニ建設機械

油圧式ショ
ベル系掘さ(機
ショヘルトラック
装軌式トラクタ

三
一

l 土地造成

::: 3 

衰退期

各建設機械のライフサイクル上での位置

:f:4 

うした背景をもとに在籍台数が約20万台強に

まで成長した建設機械も昭和48年末を転機と

して急速に伸び悩んだ(図 10). さらに，長期

にわたる不況は建設工事の減少を促した在籍

令数の 1 台あたり稼動率を大幅に減少させ，

新車の需要台数は数年前の水準にまで逆戻り

したことは前述のとおりである.

以上の事柄を要約し建設機械の長期需要予

測の予測手11民を図示すると闘 11 のとおりとな

る.ここで，稼動率を下式によって定義する

ものとしよう.

図 S

昭和45年度

昭和50年度

~ 100% 

土木工事種類別による受注額推移
注)大手43社による建設工事受注額による

図 7

政動本=一一望動台数
在籍(保有)台数

さらに，建設機械の稼動台数は図 9 に示されたように建

設投資額に見合う士量 (m3数)の掘さく・積込・運搬・

整地等に要する各建設機械の必要台数と見なすものとす

る.したがって，近年における急激な稼動率の減少はつ

ぎの 2 点に起因するものと判断されよう.

( 2 ) 

した都市内工事の楠加は油圧式ショベノレ系掘さく機の需

要を大幅に換起した.さらに，今後の工事内容において

も生活基盤関連工事の比重は増加するものと思われ油圧

式ショベル系掘さく機は小型機種を中心機種としながら

堅実に需要を伸ばしていくものと思われる.

以上を簡単に整理すると凶 8 のようになろう.

つぎに，いままで述べてきた建設機械の各種製品のヲ

イフサイクノレ，建設機械需要とマクロ経済指標と

の関連性を念頭に置きながら建設機械需要予測の

おもな手法といくつかの具体例および問題点を以

下で説明していきたい.

油圧式ショベル
系掘さ〈機

/ヘ、、ショベル
〆 トラック

~/ / 71 未満

ィヅ /戸一一\装軌式
ぷ乙/' 71 以上 トラクタ
r¥/  

~-.;p' 

整地機械

[五日「訂 7 j1} F~て ;~II >t Ý3 む弓)
(稼動古品 I .~ラ y ク 掘さ〈摂

一」 17坦-éî ~! l__一一号型企笠，

図 g 建設機械需要の構造概略図

(千台)
10Q 

IQO 

建設機械需要予測の基本的考え方

本節では建設機械需要二予測における基本的な考

え方について簡単にふれておきたい.

i) 長期需要予測

はじめに 5 年ないし 10年を予測期間とする長

期需要予測についての考え方を説明する.長期需

要予測はおのずから短期需要予測とは本質的に異

なり今後の日本経済の見通し，さらにそれにもと

づく建設工事の見通しによって将来の建設機械の

湾要推移を，施工法の変化・建設工事内符の変化

を勘案しながら予測しなければならない.そこで，

2 節で、述べた事柄を念頭において長期的な建設機

械需要を決定する構造を概略化すると|河 9 のよう

になる.

4. 

一一一--'-ーーーーー噌ーーーーーーー
50 

オベレーションズ・リサーチ

導入期 普及期 本格的定着と展開期

図 10 建設機械在籍台数推移

45 40 35 。昭和初年度

一方，建設活動の発展にともない成長してきた

各種建設機械は年数の経過とともに廃却されなが

らも徐々に在籍(保有)台数を増加させてきた.こ
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図 11 畏期需要予測の流れ図

イ)建設工事量の減少にともなう建設機械の稼動時間

の減少

ロ)過去における急激な需要増加によって誘発された

大量な在籍台数

大幅な稼動率の減少は遊休機械の橋加を生み出し，代

詩年数の延長等が現実に行なわれていると思われる

さて 3 節で前述したように建設の機械化施工の本格

的定着期に入ってからというものは建設機械に占める代

替需要比率の場加が顕著になりはじめ，建設機械の在籍

台数が近年の新車需要台数に大きな影響を与えるまでに

いたった.こうした判断のもとにわれわれはストック分

析を採用していくことにしよう.いま，建設機械 t につ

いて経過年数j 年後の機械残存率を s;:ω ( tq は製造年
度)とずれば，一般に図12のような残存曲線が得られ

る.

さらに，長期的に見ると建設機械の性能・品質の向上

にともない図 12の n は製造年度 tq とともに変化してこ

よう.すなわち

n=fi (tq) 

と考えられる.また， k 年前に製造販売された建設機械

l の ti 年度での稼動率を Wik， ω とし ， ti 年度での新車

需要台数，在籍(保有)台数，稼動台数をそれぞれ di ， ([) 

Mi' (l), U� (口とする.以上の記号の定義をもとにして

それぞれ下式が得られる.

fi<fql 

U�= L; dぃk， W Sii-虱 w/m , 
k=O 

1976 年 10 月号

S ~: 

図 12 建設機械の残存曲線

ft<tql 

Mi ,m= L; di- k， ωsp-A〉
k=O 

ここで，全建設機械のん年度での稼動ネを Ri とす

hば

t ft<tql 

L;TT" '" ~.L; d川， <jlSki(~l Wik, <jl 
f LI ﾙ (l) j=lk=O ''', 

Ri=----=-;:]戸 (3)

千MMF20dt h 〈バわう〉

のように数式化される.ただし，すべてのj ， k に

いて 0 壬 Wλ(jl三五 1 である.

つぎに，図 9 をもとにして建設工事量(実質建設

投資額)と建設機械の稼動台数との関連をシグモイド曲

線(S 字型曲線)によって下式のように示すことにする.

log( L; U;， 山)=日，， -ß，，/(RCI;) (4) 

ただし ， au， んは正の数で RCli はん年度での建設投

資額をあらわす.さらに ， (4)式の係数日'"んを回帰式

より求めると

日u=log守司U\， w)......( 子U川，)

+&21-
N~l 友む'h'

L; U j , (l) 
, N 
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を示し ， Nは回帰年数をあらわす.

以上から具体的に (4)式のパラメー夕刊u"んを求める

と( 5) 式のようになり，きわめて相関度の?与し、稼動台数

予測式が得られた.

log(建設機械隊動台数)

=6.2-181. 4/(建設投資額(5) 
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表 4 シミュレーション結果

総固定資本 l 建設投資額!建設機械糊台数(建岬7版協
昭和60年 I__IJ_II_I竺 I_~_I 竺卜里_1_I__l~J__III_l_I_I_IIJ m. 

/ム l315i8133lF2182129142l5432148165
(注1) 数字は年平均成長率を示し，単位は%. (注2) 総固定資本，建設投資額は昭和初年価格.
(注3) 昭和60年での稼動率は 106(昭和45年 =100).

図 13 建設活動とそれにともなう統計データ

したがって，図 11 に示されたように予測の第一段階にお

いては国民総支出の内訳である総固定資本形成の予測を

出発点として (1) 式， (5)式を用いて将来の械動台数

:z:: U ;, (lJが予測される.つぎには建設機械 l 台あたりの

稼動時間または建設投資額を参考として全建設機械の総

動率Rを推定すればよい.ゆえに，建設機械の需要介数

:Z:: di ，(口は :Z::Ui ， ([l, Ri を用いて逆の手順を時めばよ

い.最後に，簡単なシミュレーション結果をあげると友 4

のとおりとなり，今後の建設機械需要の伸びは建設投資

額の伸びを下回ることが符易に理解される.

ii) 短期需要予測

経営・利益計画を通常の円的とする前述の長期沼要予

測とは異なり，短期需要予測lの目的は一般に生産在庫計

画のためと考えられる.そこで，短期的な建設活動をフ

ローとして眺めてみるとは)13のとおりとなる.また，

短期需要予測の手法としては問的分析，指数平消法，

Wiener-Levinson法，時系列分析等の多くの方法が知ら

(;王 1) r建設統計月報」による

1EE玉1証言司

図 14 短期需要予測の概略図

れているが本稿では図 13を基本的な流れとしていくつか

の問併合分析による具体例を紹介するにとどめることにす

る.

そこで，実際問題として予測ということを念頭に置い

た場合には予測式に用いる説明変数は予測しやすくかっ

入手しやすい変数が好ましい困したがって，いま図13を

もとにして閃 14のような流れを考えてみることにする.

同 14をもとにして簡単なモデル式をいくつか作成して

みると (6)~(8)式が得られる.

(建設工事受注額)

=952.8 十 2.3( 民間投資)

+O.I(政府投資 (6)

(建設機械需要)

= -1706. 6 + 1. 1 (建設工事受注額)

+41. 1 (建設業呆気動向指数 )-3 (7) 

(建設機械需要 j

= 1028.5+ 0.3( 民間投資十政府投資)

(注 2) 点線の山，昔は経済企画庁の25系列による景気動向指数

における景気の山，昔である

図 15 建設業の景気動向指数
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rl:重吾亘理主劃叶F間工事受 J主 t~トl証主主表団
I _~____L_.. .-.-~-=-l (i)主軌式トラクターT1住宅着工戸数
しセメント出荷量ト一一一一"'" ,1 
I C ー ) シ弓^-)レトラッ:; ..四消化王朝習

性lì%:工事受 7主 E~ー整地附
油圧式掘きく機

図 16 短期予測の流れ図一例

+62.4(建設業景気動向指数)→

-319. 1( E P A)j(気動向指数のタミー)

(8) 

ただし， E P AJj(気動 I('J指数は経済企両斤により毎月

発表されている景気指数であり， 50を境ーとしてjif気の転

換点をJ巴握すると 7ぎわれている. (8)式では不況時を!と

してダミー変数として使用している.また，建設業jif気

動向指数の一例は最近建設省によって発表されたが，モ

デノレ式(7)， (8)では当社において数年前に作成された指

数を用いている(図 15).

なお， (6)式~(8)式はすべて四半期データの推定式で

あり昭和40年 4-6 月期から昭和50年 1-3 月期までの

データを用いた.さらに，各建設機械ごとにその用途を

分析し該当する建設工事指標との関連をさぐってみよ

う.

装軌式トラクタのうち鞍地を目的とするフソレドーザは

七地造成を中心とする士地開発や道路が主用途である.

フ守ルドーザのなかでも中型クラスの湿地車は農作業向け

に用途が拡大しつつあるのが現状である.また税込機も

ブノレドーザ同様に土地開発を主用途とし，とくに小型グ

ラスにおいてはパックホー付(掘さく兼用積込機)で建築

などの用途にも多く用いられているが，前述のように最

近にいたって施工法の変化と相まって油圧式ショベル系

側さく機の得意とする用途と競合しはじめてきている.

一方，ショベルトラック(ホイールローダ)は従来の装

軌式積込機の分野を浸食しながら砂利砕石を主用途とし

て独自のマーケットを形成している.油圧式ショベノレ系

掘さく機は上下水道工事などの都市内工事を中心にして

建築，河川工事等の用途など多用に使われはじめている

のが近年の状況と言える.

以上の分析をもとにして入手可能な建設工事関連の統

計データを用いて予測フロー図の一例をあげると|刈 16の

ようになる.

5. 今後の問題点

最後に，いままで述べてきた建設機械;需要予測におけ

るいくつかの問題点あるいは今後の課題を述べておきた

い. 4 節で述べたように近年における全建設機械需要に

1976 年 10 月号

市める代替需要比率の増加は中古車下取比率の治加にも

哀づけられるように大幅にj広大してきているようであ

る.したがって，今後の'必要 f測では新市I)r;:~を JJrJJi.', i,; 
要と代替需要に分離して分析する必要があり，さらにそ

れにともなって中古車需要の新車需要への圧迫を見逃が

せなくなりつつあるのが現状と言えそうである.

また，昭和45年頃から急速に増加傾向を示しているミ

ニ建設機械( 4 t 未満建設機械)の需要を造園業など多種

多用な用途を不しながら小型建設機械需要へ少なからず

i~~響をおよぼしていると思われる.したがって， 1節の表

1 ~こ示されたように昭和40年代中頃からの建設の機械化

施工の本格的定着期をむかえ，今後の建設の機械化も多

種復雑な変化の様相を示ずであろう.なぜなら，今後の

建設工事のニーズが，より質的向上をめざした施工法の

変化を必然的にひき起こすであろうからである.乏し、か

えれば，建設投資額の推移がし、ままでのようにi白楼に建

設機械需要にはねかえってこなくなることが十分に予想

されるのである.こうした変化に適応するためにも常に

建設工事の推移等を含めてモテツレ式の再検討が要求され

るであろう.

さて，需要予測を中心にいままで述べてきた分析にも

まだいくつかの重要な課題を残しているのが現状であり

今後さらにフォローアップを行ないながら改良していき

たL、と思っている.また，本稿で取り上げられなかった

分析手法についても市場占拠ネの要因分析，建設機械問

の競合分析など重要な問題が残っているが，つぎの機会

にゆずることとしたい.

なお，本稿で取り上げた分析について高橋幸 kjl 氏(東

北大学)の多大なご幼討を得たことをお礼中し上げま

す.主た，モデル式の分析等について当社阿美長路li の

協力を得たことを付i:î しておきたい.

参芳文献

1) Econometric Methods ; Johnston 

2) Factors governing changes in domestic auto-

mobile demand C. F. Roos and Victor von 

Szeliski 

3) Exploit the Product Life Cycle; HBR Nov.-

Dec. , 1965 

4) 建設白書，建設字i

5) 建設統計月報;建設省

6) 機械統計年報;通産符

7) 国民所得統計年報，経済企画庁

8) コンピュータの需要予測;開発銀行「調査月 fKJ

(まつだ・ひろし キャタピラ一三菱1Í': 11 l!j 部)

583 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.




